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1はじめに
日本は人口減少、少子高齢化が進む社会であり、それが地域差を伴って進行する社会に
もなっている。そして、その流れはたやすく変えられるものではなく、長きにわたって継
続することが見通されている。社会や経済の制度、あるいは人々の活動のあり方は、人口
や家族の状況が基底的な条件となっていることが少なくない。それは曹洞宗のような宗教
活動にも当てはまる。とりわけ寺院の活動やあり方を考える上では、その寺院が存在する
地域社会の状況の変化を念頭に置く必要があるだろう。仏教文化研究所の研究プロジェク
ト「北海道・東北地方の曹洞宗寺院の将来像」では、将来の地域社会がどうなるか、そし
て地域社会にある寺院はどうなっていくのかを考えることになっている。それに当たり、
裏付けのある将来像を描くため、日本全体および地域社会の変容を人口学的な視点から整
理・検討することが本稿のねらいである。
本稿は以下の内容で構成される。第 1章では日本の総人口の変化を直近だけではなく中
長期的に追い、人口減少に突入した日本社会が今まさに明治以降の急激な人口増加のピー
クにあることを確認する。人口増加と人口減少という現象に対しては数の変化に注意が向
きがちであるが、その背後では様々な人口学的変化が生じている。第 2章では、こうした
変化の背景として年齢構造、家族形態、人口分布の変化、およびそれらの関連性に着目し、
現在の人口・家族の状況に至った経緯を整理する。第 3章では北海道・東北地方の曹洞宗
寺院の周辺人口を分析し、寺院の半径 5 km圏内人口に大きな地域較差があり、多くの寺
院で半径 5 km圏内人口の減少が北海道・東北地方全体よりも大きいという厳しい人口分
布状況を明らかにする。第 4章は結語として、第 2章と第 3章の内容に基づいて今後の人
口や家族、地域社会の展望をまとめる。
第 1章　日本の総人口の推移
日本の総人口は2010年国勢調査、2015年国勢調査の順に12,806万人、12,709万人であり、
国勢調査において初めて人口減少が確認された。統計局が公表する人口推計では2008年か
ら人口減少に転じたことが既に明らかになってはいたが、やはり大きな注目を集めた。人
口減少が大きな社会問題として取り上げられるようになった一方で、日本の総人口がこれ
までどのように増加してきたのかということについては、相対的に注目度が低いように思
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われる。本章では直近の変化だけではなく、中長期的に見た日本の総人口の推移の全体像
を把握したい。
図 1は1900年以降の日本の総人口の推移を示している。点線で示している将来推計人口
は、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）が公表している全国の将来人口推計
の結果である1）（以下、社人研推計）。1900年に4,385万人だった人口は増加を続け、1950
年には8,320万人となり、2000年には12,693万人に達した。20世紀の前半と後半の50年間に
概ね4,000万人ずつ増加しており、わずか100年間で総人口が約 3倍になるという急激な人
口増加であったことがわかる。このような急激な人口増加が永続することはなく、1990年
代頃からは人口増加が緩やかになり、総人口はほぼ横ばいで推移してきた。2000年から
2010年までの増加はわずかに113万人であり、1900年以降の人口増加の流れの中では非常
に小さな増加である。近年、人口減少として目にする変化が、このような期間のデータで
あることは留意する必要があるだろう。将来に目を向けると、最新の社人研推計では2050
年に10,192万人と推計されており、 1億人以上とはなっているものの、人口減少のペース
はほとんど変わらないまま進んでいく。2100年には5,972万人となって6,000万人を下回り、
2115年には約5,000万人にまで減少する。推計基準年の2015年から2115年までの100年間で
8000万人弱の減少が見通されている。つまり、20世紀以降の日本の総人口は100年かけて
8,000万人増加し、100年かけて8,000万人減少するという大きな流れの中にあるということ
である。
歴史人口学の知見を用い、より長期間で日本の総人口の推移を表しているのが図 2であ
る。800年（平安初期）から1600年（慶長 5 年）までは非常に緩やかな人口増加であり、
800年間で700万人弱しか増加しなかった。その後1721年（享保 6年）にかけて約2000万人
の増加があり、1872年（明治 5年）まで大きな変化はなかった。近代化以前ということも
あり、これらの時代の詳細かつ定期的な人口統計は得られないが、自然災害や飢饉によっ
て一時的に減少することはあっても、長期的に見れば人口は増加または横ばいで推移して
きたことが指摘されている。明治以降の人口増加が図 1で示しているものであるが、それ
以前と比較して圧倒的に大きな増加であることがわかる。これは工業化、経済発展が進ん
だことによる安定した食料供給や、医療技術や公衆衛生概念の普及による死亡率の低下
（特に乳幼児死亡率）による自然増加率の上昇が大きな要因である。こうした近代化によ
る社会的な変化が自然災害や飢饉による人口減少の不安を払拭することになった。それは
別の言い方をすれば、現在の日本は歴史上初めて継続的に人口が減少するようになったと
いうことであり、過去を振り返っても同じ状況を経験したことはないということである。
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第 2章　総人口の推移の背後で進行する人口学的な変化
図 1、図 2で見たように、今まさに日本の総人口は人口減少に向けた大きな転換点にあ
る。人口減少は単に人口の頭数が減るだけではなく、内部の様々な変化を伴って進行する。
それは過去の人口増加でも同様であった。本章では日本の総人口の変化について、（1）年
齢構造の変化、（2）家族形態の変化、（3）人口分布の変化という視点から整理したい。
図 1：日本の総人口の推移（1900～2115年）
 資料：国勢調査、人口推計、日本の長期時系列統計、社人研「日本の将来推計人口」
図 2：日本人口の歴史的推移
 資料：国勢調査、社人研「人口統計資料集」、社人研「日本の将来推計人口」
 （注）社人研資料を参考に筆者作成
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（1）年齢構造の変化
図 1 で100年かけて8,000万人増加し、100年かけて8,000万人の減少が見通されている日
本の総人口の推移を見た。人口規模で見れば、2050年は1970年と同程度であり、2115年は
1900～1920年と同程度であるが、年齢構造は大きく異なっている。図 3は1900年から2115
年の年齢 3区分別人口割合の推移を示している。1900年から1950年頃までは総人口は増加
してきたが 0 ～14歳人口割合、15～64歳人口割合、65歳以上人口割合の順に概ね35%程
度、60%程度、 5 %程度で推移していた。1950年以降の50年間は、人口増加数自体は先
の50年と同程度であったが、年齢構造には変化が見られるようになり、 0～14歳人口割合
は低下し、65歳以上人口割合は上昇した。1995年から2000年の間に両者の大小関係は逆転
しており、戦後の50年間で子どもよりも高齢者が多い社会へと転換している。15～64歳人
口割合は1960年代に70%程度にまで上昇し、2000年ごろまでその水準を維持してきた。現
役世代の割合が大きく、それに支えられる子どもと高齢者の割合は小さくなっているこの
期間は、経済成長に対して年齢構造がプラスの効果をもたらす人口ボーナス期であった。
戦後の日本経済の復興と発展は、このような人口の年齢構造にも支えられてきたといえ
る。しかし、15～64歳人口割合は2000年頃から低下をはじめ、経済成長に対して年齢構造
がマイナスの効果をもたらす人口オーナス期に突入しており、その低下はこの先も続いて
いくと見通されている。その背後で進行するのは65歳以上人口割合、すなわち高齢化率の
上昇である。2065年には高齢化率が 4割近くにまで上昇し、現役世代 5人で高齢者 4人を
支える社会、あるいは現役世代 5人で高齢者 4人＋子ども 1人を支える社会になるという
推計がなされている。
図 3：年齢 3区分別人口割合の推移
 資料：国勢調査、社人研「人口統計資料集」、社人研「日本の将来推計人口」
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年齢構造の変化は人口ピラミッドからも確認できる。図 4は1950年から30年毎の国勢調
査人口による人口ピラミッドを示している。1950年は富士山型と呼ばれる形状をしており、
年齢が若いほど人口が多いという年齢構造になっている。これは特に出生数の多かった団
塊の世代（1947～49年生）が生まれた直後であることも大きく影響している。30年後の
1980年になると団塊の世代以降の出生数が減少したことを反映して富士山型からつりがね
型へと形状を変えている。第 2次ベビーブームで出生数が増加したこともあり、未成年人
口も規模が比較的大きい。2010年になると出生数の減少が続いたためにピラミッドの下部
が以前よりも明確に狭まっている。この時期には団塊の世代が高齢期に入ったことも重な
り、少子高齢化が人口ピラミッドにも顕著に表れている。推計値の2040年には、そうした
傾向がさらに強まり、人口減少社会に見られるつぼ型の人口ピラミッドとなる。
図 4：全国人口ピラミッドの変化と世代間関係【単位：万人】
 資料：国勢調査、社人研「日本の将来推計人口」
 （注）宮本・大江（2017）を参考に筆者作成
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（2）家族形態の変化
（1）で年齢構造の変化を見るために用いた図 4の人口ピラミッドからは、家族の平均的
な姿の変化も見えてくる。 1世代を20年、親と子の年齢差を30歳と考えてみよう。1950年
の子世代（ 0 ～19歳）は1930～40年代生まれで3,846万人おり、その親世代（30～49歳）
は1900～10年代生まれで1,892万人である。子世代人口が親世代人口の約 2 倍であり、こ
の時代では「夫婦と子ども 4人」という家族が平均的な姿であったと言える。この子世代
は人口転換2）における多産少死世代にあたり、前後の世代に比べて人口規模が大きく、
きょうだい数が多いという特徴がある。1947～49年の 3 年間に渡って毎年270万人の出生
があったベビーブーム期、いわゆる団塊の世代が特異的に出生数の多かった世代として知
られているが、それ以前も含めた1930～40年代生まれ全体が出生数の多い世代であったこ
図 4：全国人口ピラミッドの変化と世代間関係【単位：万人】（続き）
 資料：国勢調査、社人研「日本の将来推計人口」
 （注）宮本・大江（2017）を参考に筆者作成
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とを認識しておく必要がある。この大きな人口集団の加齢に伴うライフステージの移行が、
20世紀後半の家族形態の変化、人口の大都市集中、急速な高齢化、ひいては日本全体の人
口減少へとつながっている。
30年後の1980年になると、1950年に子世代であった1930～40年代生まれが親世代とな
る。その人口規模は3,640万人であり、子世代である1960～70年代生まれは3,578万人であ
る。親世代人口と子世代人口がほぼ同規模であることから、この時代では「夫婦と子ども
2人」という家族が平均的な姿であったと言える。これはいわゆる標準世帯であり、典型
的な核家族世帯でもある。これは1950年から1980年にかけて、女性 1人当たりの子ども数
が減少したということを意味している。 1つの家族にいる子どもの数が 4人から 2人に減
少したこと、または子どもから見るときょうだい数が 4人から 2人に減少したことは人口
転換の結果であり、多産少死から少産少死への転換であった。
2010年になると、親世代である1960～70年代生まれが3,482万人であるのに対し、子世
代である1990～2000年代生まれが2,337万人となり、子世代人口が親世代人口の約 3 分の
2の規模しかないという状況に変わっている。1989年の1.57ショック3）以降顕著になった
少子化の影響が人口ピラミッドにも明確に表れている。これは夫婦あたり1.3人程度とい
う子ども数になるが、子ども数 1人の夫婦が増えたということではなく、晩婚化・非婚化
による無子の女性が 3分の 1、子どもが 2人いる夫婦が 3分の 2という分布に近い。つま
り、出産する女性は平均して 2人産むということはそれほど変わっていないが、出産しな
い女性が増えているのである。2040年は少子化が続いた結果として、親世代よりも子世代
の人口規模が小さいという構造が一層明確になる。
家族の変化を捉えるには、世帯の家族類型への着目も有効である。図 5は1960年以降の
家族類型別一般世帯数の推移を示している。ここでは家族類型を 5つに分類しており、夫
婦のみ世帯、夫婦と子からなる世帯、ひとり親と子からなる世帯の 3つが核家族世帯に該
当している。単独世帯は一人暮らしであり、その他の一般世帯は核家族以外の世帯と非親
族を含む世帯の合計で、その中心は 3世代世帯のような拡大家族である。日本の家族変動
が議論されるとき、必ずと言っていいほど取り上げられるテーマに核家族化がある。これ
は核家族世帯の量的な増加、または一般世帯に占める核家族世帯の割合上昇を意味してい
る。図 5には核家族割合（核家族世帯数÷一般世帯総数）の推移も折れ線グラフで示して
おり、1960年の53.0% から1980年の60.3% へと高度成長期に上昇したが、その上昇幅は7.3%
ポイントに過ぎなかったことがわかる。1980年以降の核家族世帯割合は低下する一方であ
り、割合の面からみると今もなお核家族化が進行しているという解釈は、やや誤ったもの
になるといえよう。
日本の核家族化の特徴は、世帯数の変化からアプローチする方がわかりやすい。1960年
から1980年にかけて核家族世帯数は1,179万世帯から2,159万世帯に増加しており、その後
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も増加が続いている。しかし、その一方で1980年代まではその他の一般世帯がほとんど減
少していない。拡大家族が減少することなしに核家族世帯が増加しているということは、
日本の核家族世帯の増加は 3世代同居する家族が高度経済成長期にバラバラになったので
はないということを意味している。こうした家族類型別一般世帯数の変化には、この時期
に家族形成期を迎えていたのが、多産少死世代できょうだい数の多い1930～40年代生まれ
の世代であったことが影響している。日本には戦前の家制度から続く成人子が親と同居す
るべきであるという規範（直系家族制規範）があるが、実際に同居できるのはきょうだい
の内 1 人だけであり、それ以外のきょうだいは離家して核家族世帯を形成せざるを得な
い。きょうだい数の多さという人口学的理由により、家制度を積極的に否定することなし
に核家族が多く形成されたのが、日本の核家族化の大きな特徴である。
核家族世帯全体は2015年に2,987万世帯にまで増加し、2020年の3,025万世帯をピークに
減少に転じるが、2040年にも2,746万世帯を維持する。しかし、核家族世帯の中でも標準
世帯に相当する夫婦と子からなる世帯は1960年の849万世帯から1985年の1,519万世帯に増
加した後は減少を続けている。加えて、サラリーマンと専業主婦の夫婦よりも、共働き夫
婦の方が多くなるという変化も伴っている。1990年以降の核家族世帯の増加を牽引してい
るのは夫婦のみ世帯の増加であり、これは結婚しても子どもを産まない世帯が増えたとい
うことよりも、長寿化によって平均 2人程度の子どもが離家した後の夫婦のみの暮らしの
期間が伸長したことによる。また、ひとり親と子からなる世帯も若干の増加があるが、何
よりも単独世帯の増加が著しい。晩婚化・非婚化という結婚行動の変化によって皆婚規範
が崩れ、中高年単身者の増加につながっている。こうした変化を鑑みると、現在の日本の
家族は核家族化しているのはなく、多様化していると捉える方が妥当であろう。
（3）人口分布の変化
1960～70年代に進んだ核家族化が、きょうだい数の多さを背景として、戦前の家制度を
積極的に否定することなく実現したことを（2）で指摘した。親と同居したのは主に長男
であり、次三男や女のきょうだいは家を離れ、この離家行動が地方圏から大都市圏への人
口移動を増加させることになった。図 6 は住民基本台帳人口移動報告による三大都市圏
（東京圏、名古屋圏、大阪圏4） の転入超過数の推移を示している。戦後日本では、一部
の時期を除いて地方圏は大都市圏に対して転出超過であり、人口の供給地であった。人口
移動は10代後半から30歳前後までの間に集中して発生する人口現象のため、地方圏からす
ると今後の地域社会を担う若者を流出によって失い続けてきたということになる。三大都
市圏の転入超過（地方圏にとっては転出超過）は1950～60年代の高度経済成長期に非常に
大きい規模で発生していた。毎年概ね40万人以上の転入超過であり、1961～63年は60万人
以上を記録している。1960年から1970年までの転入超過数を合計すると528万人となり、
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これは1965年国勢調査の北海道の総人口517万人を上回っている。10年間かけて北海道の
人口が消滅してしまうほどの人口分布の変化が起きていたことになる。しかしながら、こ
の時代は地方圏の人口の持続可能性が大きな問題として認識されることはなかった5）。そ
れは上述したように、この時期は親元を離れた次三男が人口移動の中心であり、地方圏に
は親と同居する長男世帯が残っていたことによって世帯の再生産ができていたためであ
る。そして大量に流入する地方圏出身者を受け入れるため、大都市郊外の住宅地開発が進
んで都市圏が拡大することになった。彼ら・彼女らが郊外住宅地で小規模核家族世帯を形
成したことが、日本全体の核家族世帯の増加に大きく寄与している。
長男が出身地で親と同居して次三男が流出するという、直系家族制規範に基づく家族形
成行動を媒介とした人口移動のパターンが維持されるならば、平均きょうだい数が 2人程
度になると大都市圏と地方圏間の人口移動は沈静化するはずである6）。しかし、実際には
1980年代のバブル期、バブル崩壊後の1990年代後半以降に東京圏のみではあるが転入超過
が再び拡大している。すなわち本来ならば後継ぎであるはずの長男までもが大都市圏へ流
出したまま戻らなくなっているということであり、そうした人口移動パターンが1960年代
生まれから生じていることが明らかとなっている（丸山2018）。これを地域社会の課題と
して考えてみると、平均きょうだい数 2人の子世代が全員離家することで地方圏に老親だ
図 5：家族類型別一般世帯数と核家族割合の推移
 資料：国勢調査、社人研「日本の世帯の将来推計」
 （注 1）1960年と1965年は普通世帯数
 （注 2）核家族割合＝核家族世帯数÷一般世帯総数（普通世帯総数）
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けが残る傾向が強まっている。これにより高齢者のみ世帯が増加することに加え、若年人
口の流出による社会減少が地域人口の持続可能性をダイレクトに低下させるように変わっ
てきたということになる。最近の人口移動や東京圏一極集中が問題視されるのは、このよ
うな背景によるところが大きいといえる。
第 3章　北海道・東北地方の曹洞宗寺院周辺の人口分析
第 3章では視点を変え、北海道・東北地方の曹洞宗寺院周辺地域の人口を分析する。図
7は寺院名鑑から得られた曹洞宗寺院を地図上に示したものである（全部で2,549寺）。北
海道では、札幌周辺には集中して立地するが、それ以外の地域では点在している。北見山
地や日高山脈等を避けた立地分布であり、海岸部にも寺院が多くみられるのが特徴であ
る。東北地方も奥羽山脈、北上高地、出羽山地等を避けた立地になっている。北海道と比
較すると、寺院が集中して立地し、そうした集中がいくつかのブロックに分かれている点
が特徴といえよう。また、各県の県庁所在都市だけではなく、中山間地域にも寺院が集中
しているという点も北海道とは異なっている。
北海道と東北地方ともに既に人口減少が進んでいる中山間地域や都市部から遠い地域に
曹洞宗寺院が多く立地しており、その周辺人口は規模が小さく、人口減少も激しいことが
予想される。そこでGIS ソフトのMANDARAを用いて図 7 で示した曹洞宗寺院の座標
を中心とした 5 kmバッファ内人口（以降は 5 km圏内人口とする）を算出し、2,540寺分
図 6：三大都市圏の転入超過数の推移
 資料：住民基本台帳人口移動報告年報
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の結果を得た。使用したデータは2015年国勢調査
の小地域別人口で、 5 km圏内人口は面積按分で
算出されている7）。なお、 5 km圏内に複数の寺
院が含まれるケースがあり、その場合は 5 km圏
内人口が同一地域の人口を示すことになる。
表 1 は2015年の曹洞宗寺院を中心とした 5 km
圏内人口を階級別に示したものである。半径
5 kmは生活圏域としてはやや広いが、それだけ
の範囲を見ても1,000人未満の寺院が164、1,000～
図 7：北海道・東北地方の曹洞宗寺院の立地
 資料：寺院年鑑
表 1：2015年の曹洞宗寺院を中心とした
5 km圏内人口規模別寺院数
寺院数 相対度数
1,000人未満 164  6.5%
1,000～2,000人 175  6.9%
2,000～5,000人 385 15.2%
5,000～10,000人 359 14.1%
10,000～20,000人 444 17.5%
20,000～50,000人 413 16.3%
50,000～100,000人 290 11.4%
100,000人以上 310 12.2%
 資料：国勢調査、寺院年鑑
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2,000人未満の寺院が175あり、2,000人未満の寺院が合計で339（全体の13.3%）にのぼる。
5,000人未満までで計算すると該当する寺院は724（同28.5%）であり、 4 分の 1 以上の曹
洞宗寺院は周辺人口5,000人未満という、かなり小さい人口規模の中で活動していること
がわかる。図 7 で見たように都市部に立地する寺院の数も多く、100,000人以上の寺院も
310を数える。表 1 からは、寺院による周辺人口規模の違いに大きな地域間較差が存在し
ていることを指摘できる。図 8は、表 1の階級分類によって曹洞宗寺院のプロットを塗り
分けたものである。中山間地域や海岸線等に点在する寺院に周辺人口の少ないものが多く
みられる一方で、一定の寺院集中がみられる地域では周辺人口の多い寺院がみられる。表
1から指摘した周辺人口の地域較差は、ほぼ寺院立地の地域差と解釈できよう。
図 8：2015年国勢調査による曹洞宗寺院を中心とした半径 5 km内人口
 資料：寺院年鑑、国勢調査
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次に曹洞宗寺院の周辺人口の変化を分析するべく、2015年の 5 km圏内人口を算出した
のと同様の方法によって、2005年の 5 km圏内人口を算出し、各寺院周辺人口の10年間の
人口増加率を計算した8）。図 9はその結果をヒストグラムで示したものである。最も多い
階級は「-20％～-10%」で全体の 3割を占め、-30％～ 0 %の範囲で全体の 4分の 3を占め
ている（75.4%）。2005年から2015年にかけての北海道・東北地方全体の人口増加率は
-5.9% であり、曹洞宗寺院の周辺では人口減少が卓越していたことがわかる。こうした地
域の多くは以前から人口減少が続いてきたと考えられ、若者の人口流出パターンが維持さ
れてきたものと推察される。そうした人口移動パターンが変わり、UIJ ターンする若者が
増えれば人口増加につながるという考えもあるが、現在に至るまで人口移動のパターンが
大きく変わった地域は数えるほどしかない。したがって、これらの寺院周辺人口の減少が
激しい地域では、今後も全国あるいは北海道・東北地方全体よりも速いペースで人口が減
少してくというのが蓋然性の高い将来見通しとなろう。
「 0 %～10%」が277寺院、「10%～」が99寺院で、合計376寺院（全体の14.8%）の周辺
人口は増加しているが、これらの多くは札幌市、盛岡市、仙台市等の都市部に立地してお
り、地方中核都市の人口増（あるいは緩やかな人口減）を背景にしていると推察される。
ただし、こうした都市的な地域では周辺人口を確保できる反面、寺院の立地が集中しても
いるため、寺院間で周辺人口の取り合い、バッティングになる恐れがあるということも併
せて解釈する必要があるだろう。
図 9：2005年から2015年にかけての北海道・東北地方の曹洞宗寺院を中心とした
半径 5 km内人口増加率分類別の寺院数
 資料：寺院年鑑、国勢調査
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第 4章　今後の人口・家族、地域社会の展望
第 1章と第 2章で整理した全国規模で起きる様々な変化、および第 3章の北海道・東北
地方の曹洞宗寺院の周辺人口の分析の結果を踏まえ、人口学的な視点から今後の展望をま
とめたい。まずは少子化によるさらなる単身化である。生涯未婚率（50歳時点での未婚率）
は2015年国勢調査で男性：23.4%、女性14.8% であり、社人研による推計では2020年以降
も緩やかに上昇して2040年に男性：29.5%、女性：18.7% になると見通されている9）。こ
れは現時点でも男性の 4人に 1人、女性の 6人に 1人が未婚のまま高齢期を迎える状態に
あるのが、さらに悪化してくということであり、高齢者の質的な変化を意味している。現
在の高齢者の中心は1930～40年代以前に生まれた世代であり、皆婚規範が強く、子どもが
いて、きょうだい数も多いという人口学的条件を持っている。その全員が近居して日常的
に会う機会があるわけではないとしても、子どもやきょうだいを中心とした親族ネット
ワークによる生活サポートを期待できる高齢者といえる。しかし、これから先に高齢者に
なる世代は未婚のまま高齢期を迎えるために親族サポートを期待できないケースが多くな
る。こうした層は、日常生活の世話等の場面で家族のシャドーワークに支えられている部
分を外部代替できない場合、直ちに施設に入所する流れになってしまい、社会コストの増
大を招くことになる。在宅介護や支援、地域の見守り助け合い、孤立対策等の重要性は今
以上に増してくるだろう。
過去の人口移動による人口分布の変化の結果として、大都市圏出身者の割合が上昇して
いる。1950年の全国に対する三大都市圏の 0～ 4 歳人口の割合は33.1% であるが、1980年
には47.4%、2010年には51.4% にまで上昇しており、既に半分以上は大都市圏出身者になっ
ている。こうした割合の上昇は地方圏から大都市圏に流入した次三男が大都市郊外住宅地
で家族形成をした結果であり、大都市 2世が増加してきたことを示している。これは大都
市圏生まれであるために自分のルーツである地方圏への関心の薄い世代ともいうことがで
き、地方圏における墓継承などで大きな問題となるだろう。そして大都市 2世が大都市圏
内で家族形成したことで既に大都市 3世が誕生しており、さらにこの問題が顕在化すると
考えられる。
大都市圏内でも大きな変化が起きる。2000年以降、東京圏を中心として都心居住・都心
回帰の傾向が見られており、大都市 1世（1930～40年代生まれ）の子どもである大都市 2
世（1960～70年代生まれ）は、自分が育った郊外住宅地を居住地として選択しないように
なりつつある。もともと郊外住宅地は同じ年齢層、同じような標準家族の世帯が同時期に
流入して形成された地域であるため、大都市 2世の流出によって急速に高齢化が進む。親
世代の大都市 1 世は住み続けているため、子どもが離家しても空き家はあまり発生せず、
新規居住者が増えないことが高齢化に拍車をかけることになる。ただ、大都市 1世は寿命
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を迎えるようなライフステージに到達ししつつあり、今後20年程度を見通すならば郊外住
宅地で空き家が大量に発生する可能性がある。そうなった場合、地価が下がり、これまで
よりも社会階層の低い住民が増えることで地域社会の姿が一変することも考えられる。
上述したような地域社会の姿の変化が起き、社会階層の低い住民が都市部で増加した場
合には、寺院が生活のセーフティ・ネットとして機能するような可能性を持っているよう
に思われる。それが可能になるような都市集中型の寺院立地があり、周辺人口の増加して
いる寺院もある。しかしながら、ほとんどの曹洞宗寺院は2005年から2015年にかけて周辺
人口を減らしている。この間の北海道・東北地方全体よりも大きな人口減少率の寺院が多
く、将来にわたってその傾向は続くと考えられる。今後はこれまで以上に存続の難しくな
る寺院が増えるというのが自然な将来見通しといえるだろう。
以上のような点を踏まえ、地域社会の未来への示唆を述べてまとめとしたい。急速に経
済発展を遂げた戦後日本社会において、家族の繋がりや親族ネットワークによって各々の
生活を支えることができていたのは、きょうだい数の多い多産少死世代である1930～40年
代生まれの世代だけであるということを念頭に置く必要がある。その上で、現在進行形で
進む家族の多様化に対応するべく、家族や親族のシャドーワークによって成立していた部
分を外部化する仕組みづくりを進め、現在の居住者の生活満足度をいかに高められるか
が、地域の持続可能性を高める重要な視点になるはずである。特に専業主婦の人的ネット
ワーク（婦人会や最寄り駅までの送迎等）が地域社会を円滑に機能させていた大都市圏郊
外や地方圏では、晩婚化・非婚化、共働き世帯の増加に対応できるよう、新しい仕組みづ
くりを目指す必要がある。こうした新しい仕組みづくりは全てが行政によるものでなけれ
ばならないというわけではない。地域住民の自助・共助によってなされる領域も多分にあ
るだろう。そうした視点からすると、古くから地域住民にとっての拠点であった寺院の現
代的な役割にも議論が転換にできるように思われる。
注
1 ）社人研推計は出生率と死亡率にそれぞれ低位・中位・高位のシナリオを設定しており、図
1 の推計値は出生中位・死亡中位の結果である。なお、2066～2115年の将来推計人口は長
期参考推計として公表されている。
2）西欧諸国が近代化の過程で経験した、多産多死から多産少死を経て少産少死に至る人口動
態変化のこと。出生率と死亡率が近代化に伴って低下するが、死亡率の低下が先行するため、
上記の 3つの段階が生じる。
3）1989年の合計特殊出生率が、それまでの最低であった1966年の丙午の年の1.58を下回る1.57
となり、日本が明確に少子化社会に突入したことを印象付けた。
4）各都市圏の構成は、東京圏が埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、名古屋圏が岐阜県、愛
知県、三重県、大阪圏が京都府、大阪府、兵庫県、奈良県の計11都府県である。なお、こ
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こで用いている地方圏は三大都市圏を除く36道県である。
5）地方圏全体をマクロ的に見た場合であり、過疎地域のようにミクロ的に見た場合はこの限
りではない。
6）長男とその配偶者分の人口が地方圏に必要であるため。
7） 5 kmバッファ内に含まれる小地域は、そのバッファ内に当該小地域の中心座標が含まれる
かどうかで判定される。その際、中山間地域等で小地域の面積が広い場合に 5 kmバッファ
内に中心座標が 1 つも含まれない場合が起こり得てしまい、その場合はバッファ内人口を
算出できなくなるという技術的問題がある。今回の分析では2,545寺院中 9 寺院でバッファ
内人口を算出できなかった。この問題を回避する方法として、500mメッシュまたは250m
メッシュ人口を利用してバッファ内人口を算出するというやり方があるが、今回は該当す
る寺院が 9寺院と十分に少ないため、小地域人口による 5 kmバッファ内人口を分析に活用
することとした。なお当該 9寺院はいずれも中山間地域に立地しており、 5 kmバッファ内
人口はかなり少ないと考えられる。
8）2005年と2015年では小地域の分類がやや異なっており、2005年では13寺院が 5 kmバッファ
内人口を算出できなかった。図 9では、2005年と2015年の両方で 5 kmバッファ内人口を算
出できた2,536寺院が分析の対象となっている。
9）全国世帯推計（社人研2018）の結果表 4 として、男女年齢 5 歳階級別配偶関係別人口が公
表されており、その45～49歳と50～54歳の未婚率の平均値として算出している。
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